
町 議 会 だ よ り平成２５年度決算

歳入

歳出

　平成２６年９月町議会定例会は、９月５日から１２日までの日程で開かれ、次の内容について審議され
ました。

一般会計

一般会計

地方交付税等減少するも、結果的に１．８％の増

歳出は２．３％増、実質収支２億１,5０4万円

　前年度に比べ、地方交付
税、県支出金が減少。また、
町債の借り入れを抑制した
が、国庫支出金が２1．1％

（５，２00万円）、前年度繰越金
が36．７％（７，５1２万円）、地域
福祉基金繰入金およびひま
わり温泉整備基金繰入金等
の増により繰入金が3８．９％

（４，４２８万円）と大幅に増加
したことなどから、歳入全
体で見ると1．８％（９，４２８万
円）の増となりました。

　投資的経費について、役
場庁舎の耐震補強工事、役
場来客用駐車場整備工事、
消防ポンプ車購入などによ
り、単独事業において前年
と比べ４７．７％（９，８７５万円）
の大幅な増加となったこと
が影響し、投資的経費全体
で1５．５％（５，７6２万円）の増
となりました。
　また、財政調整基金積立
金及び地域福祉基金積立金
の増などにより、積立金は
９．７％（3，２７6万円）の増と
なりました。

 町の一般会計と５つの特別会計の平成２５年度決算が承認されました。詳しくは、１１ページのグラフ
をご覧ください。

 平成２６年度中山町一般会計補正予算（第２号）について、災害復旧費として１，７００万円を追加した
専決処分が承認されたほか、同補正予算（第３号）について、２億３，８８８万円を追加した議案が原案
のとおり可決され、予算総額は４９億６，３３６万円となりました。

 平成２６年度中山町特別会計補正予算（第１号）について、次のとおり可決されました。

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部改正に伴う関
係条例の整理に関する条例の設定
 中山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の設定
 中山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の設定
 中山町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の設定

 中山町教育委員会委員に森谷憲一氏（金沢）を再任することを承認

 手話言語法（仮称）制定を求める意見書

補正額 補正後の予算額 主な歳出補正の内容
国民健康保険 ３，４１６万８千円 １３億４，３８８万９千円 給付基金積立金
後期高齢者医療 １００万６千円 １億１，６７６万８千円 保険料等負担金
介 護 保 険 ２，０１７万円 １１億７，２２３万８千円 介護給付費準備基金積立金
農業集落排水 １７２万７千円 ８，２１８万５千円 修繕料
公共下水道事業 ７１０万８千円 ４億７，１２８万３千円 管路清掃業務委託料

１．平成２５年度決算の認定

２．一般会計補正予算（第２号・第３号）

３．特別会計補正予算（第１号）

４．条例の設定

５．教育委員会委員の任命

６．意見書の提出
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人件費　７億6，6９８万円　1５％

地方交付税　1８億２，10７万円　3５％

町債　3億４，９00万円　７％

国庫支出金　２億９，８７3万円　6％
県支出金　２億２，106万円　４％各種譲与税　４，２6４万円　1％

各種交付金　1億1，２1５万円　２％

町税　10億1，13２万円　1９％

使用料・手数料・財産収入・
寄附金・諸収入　
８億９，５９0万円　1７％

分担金・負担金　５，3４４万円　1％繰越金　２億７，９８0万円　５％

繰入金　1億５，８２７万円　3％

扶助費　４億２，２33万円　８％

公債費　４億２，７４6万円　９％

各種事業費・県営事業負担金
 ４億6２８万円　８％

物件費　6億７01万円　1２％維持補修費　７，４５6万円　２％

補助費等　４億6，９９0万円　９％
災害復旧費　２，33４万円　1％

積立金　3億７，0５４万円　７％

投資および出資金貸付金　
７億７，0７４万円　16％

繰出金　6億４，1８6万円　13％

4９億
８，１００万円
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4，３３８万円
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